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【豪州】中銀は利上げを決定‐豪ドル円相場は強含みでの推移を継続しよう‐

【図表①】豪州の政策金利とインフレ率（前年同期比）
           

【図表②】豪ドル円相場

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 インフレ率は四半期ベース、政策金利は月次
直近はインフレ率は26年1-3月期分、政策金利は5月5日現在

お客さま用資料

最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

⚫ 豪中銀は5月5日、政策金利を0.25％引き上げ4.35％とすることを決定した。中銀は、当面、インフレ率は物価目標レンジ（2-3％）
を上回り続ける可能性が高いと判断したとのことである。今回の決定は8対1で利上げが支持され、前回3月会合時よりもタカ派姿勢
が強まった（前回は5対4で利上げが支持された）。今回の決定により、政策金利はコロナ禍以降の最高水準に戻った。

⚫ 中銀は声明文で、中東紛争により燃料および関連商品の価格が急騰し、既にインフレを加速させていると指摘した。今回発表された
1年後にかけてのインフレ見通しは、前回（2月会合）から上方修正された。ただし、紛争が長期化または深刻化した場合、今回の見
通し以上にインフレが加速する可能性があるとした。今後の金融政策に関して、「金融政策は今後の展開に対応できるいい位置にあ
る」としており、上記のインフレ見通しと併せて考えると当面は慎重なペースでの利上げが行われると見込む。

⚫ 4月29日に公表された26年1-3月期の刈り込み平均CPIは前年同期比+3.5％と前期（同+3.4％）から若干加速し、中銀の物価目標レン
ジを上回った。中東紛争によるインフレリスクと国内経済の下振れリスクがあるなかで、中銀は年後半に1回程度の追加利上げを行
うと予想する。金利先高感から豪ドル円相場は強含みでの推移を継続しよう。

今回のポイント

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 日次 日本時間5月7日午前9時時点
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